



























































 Social Skill Training, LINE, Internet addiction, Cyberbullying, Prevention
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②LINE外しの解消と防止について
　事前調査では，複数回のLINE外しが報告されて
いた。介入第三回終了時点で報告はなくなり，第
四回終了時以降，３ヶ月にわたりLINE外しトラブ
ルやネットいじめに関するトラブルの報告はない。
また基礎自治体が行なういじめ防止アンケート調
査においても，いじめそのもの報告が減少し，３ヶ
月間で１事例の報告にとどまった。
　教員からのアンケート調査でも「いじめ」また
は「いじめが予想される対人トラブル」の減少が
報告されており，本介入への満足度は「大変満足
している」が97％（「満足している」を合わせると
100％の満足度となる）と高い満足度を示した。
③課題
　本介入は相対的にスマートフォンや携帯電話の
保有率が低く（それらを持ってない学生もいる），
入学後，比較的初期に介入できた点に特徴がある。
LINE外しのように，学年により差が想定されるい
じめ形態の介入は比較的初期に介入を行なうこと
が効果的かもしれない。また本介入はLINE外しだ
けでなく，いじめ全体への防止へと般化のような
現象が示唆されている。全体的ないじめ防止への
般化については今後の検討を待ちたい。一方，ス
マートフォンや携帯電話の保有率が高くなり，す
でにLINE外しが行なわれている中学２年生以上に
同様の効果があるかは不明である。この点は本事
例からは導くことはができない本研究の限界であ
る。
　今回は学校のニーズとしてLINE外しに特化した
介入を行なったが，「既読無視を怖れて情報機器に
依存するリスク」についても知識の普及をはかる
など，全体としての情報倫理教育とSSTをはじめと
した心の健康教育との協働性が求められる。SCは
2017年に学校教育法施行規則において学校の専門
スタッフとして規定され，チーム学校のもとで心
の健康教育に関する介入が期待されている。公認
心理士法において公認心理師は心の健康教育を業
務として負託されており，それに基づき教育領域
の心理実践として学級単位，学年単位の介入が期
待されている。今後，チーム学校のもとで，教員
とSCが授業を通じて多職種連携による心の健康の
回復・増進に寄与し，保護者会などを通じて地域
連携を深めることが求められるだろう。本介入は
そのような教育領域における他職種連携と地域連
携の事例としても意味を持つものと思われる。
（ 21 ）
「LINE外し」に関するソーシャルスキルトレーニングとその結果 
的プログラムによるフォローアップ研究−」，千
里金蘭大学紀要
文部科学省中央教育審議会「チームとしての学校
の在り方と今後の改善方策について」，中教審第
185号
（ 22 ）
千里金蘭大学紀要　15　015−022（2018）
